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労働力調査の結果を見る際のポイント No.9 

 

 

 
 

労働力調査では，ＩＬＯ（国際労働機関）基準に従って，調査期間中※2 の就業状態により，調査対

象者を「就業者」，「完全失業者」及び「非労働力人口」の三つに区分しています。これらのうち「就業者」

については，｢賃金，給料などを得る目的で，調査期間に１時間以上の仕事をした者（従業者）｣のほかに，

「一時的に仕事を休んでいた者（休業者）」が含まれます。 

 この「休業者」には， ① 「病気や休暇で調査期間中に仕事を休んでいた者」のほかに，需要の急激な

減少により， ② 「雇用主との雇用契約が存続しているものの自宅待機などとなった雇用者」や ③ 「一

時的に仕事を休んでいた自営業主」なども含まれています。そのため，雇用環境の現状を幅広くみるため

には，就業者数の動向とともに，その内訳である「休業者」の動向も併せてみることが必要です。 

※ 1 「短時間就業者」については，「労働力調査結果を見る際のポイント No.6」を参照 

※ 2 「調査期間」は，月末１週間（12 月は 20 日から 26 日までの１週間） 
 

ＩＬＯ（国際労働機関）基準による調査期間中の就業状態の区分 

 

＜休業者数の推移＞ 

○従業者数が前年同月に比べ大幅な減少を続ける中，休業者数は平成 20 年 12 月以降６か月連続して前

年同月に比べ増加しています。 

○ 平成 21 年５月の休業者（125 万人，前年同月に比べ 25 万人増）を産業別にみると,「製造業」が 21 万

人で前年同月に比べ６万人の増加，「建設業」が 19 万人で７万人の増加となっており，この二つの産業

で全体の増加幅の半分以上を占めています。 
 

雇用情勢が急激に悪化する中で休業者が増加する背景としては，雇用調整助成金等の制度を活用す

るなど，休業を含む就業時間の調整によって雇用を維持している企業が多いためとみられます。 

 
表 休業者数及び従業者数の推移 

 

従業者（１時間以上の仕事をした者）
就業者

休業者（一時的に仕事に従事しなかった者）
15歳以上人口 完全失業者

非労働力人口 （通学，家事，その他（高齢者など））

(万人)

平成20年11月 6391 105 12 15 6286 527 1122
12月 6331 145 16 22 6186 511 1118

平成21年 1月 6292 153 22 23 6139 505 1105
2月 6265 145 18 22 6121 501 1081
3月 6245 146 21 21 6099 500 1068

4月 6322 143 19 34 6179 487 1062
5月 6342 125 19 21 6217 489 1056

平成20年11月 -42 -2 1 2 -40 -7 -21
12月 -65 26 2 8 -91 -12 -34

平成21年 1月 -29 21 5 9 -50 -25 -22
2月 -27 19 1 8 -45 -27 -31
3月 -91 18 8 6 -109 -29 -48
4月 -107 31 3 16 -138 -24 -80
5月 -136 25 7 6 -161 -30 -94
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｢休業者：一時的に仕事に従事しなかった者｣※1 
～雇用環境の現状を幅広くみるために その２～ 


